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平成29年度私立高等学校等就学支援金事務費交付金に係る所要額調査について（通知） 

 このことについて、平成29年７月20日付け事務連絡により、文部科学省初等中等教育局高校修学

支援室から、標記事務費交付金に係る交付申請書の提出依頼がありました。 

ついては、交付申請額算定に当たっての参考としたいので、下記により関係書類について御提出く

ださるようお願いします。 

記 

１ 提出書類 

平成29年度高等学校等就学支援金事務費交付金に係る所要額調査票 

２ 提出期限 

  平成29年７月31日（月） 

３ 提出方法 

  郵送又は電子メールによる。 

４ その他 

 (１) 調査票各票の作成にあたっては、次の点に留意してください。 

   ① 貴設置校において就学支援金事務に要する経費の年間見込額を記載してください。 

    ※年間見込額の積算に当たっては、実績報告時の金額と大きく乖離しないよう留意願います。 

   ② 経費については、実績報告時に、就学支援金の事務に要した経費として、証拠書類による確

認が可能なものに限ります。 

③ 調査票の別添１～９に必要事項を入力すると、総括表は自動計算されます。 

 (２) 交付要綱別表２で規定する交付対象経費のうち「その他、就学支援金に関する事務の執行に

必要な経費として知事が認める経費」については昨年度の例により「私立学校常勤職員の基本

給（就学支援金業務に従事した分に限る。）」を記載してください。 

なお、当該費用を交付対象経費とする場合は、昨年度と同様、当該常勤職員の業務日報や勤

務時間管理表等、就学支援金業務に従事したことが詳細（作業年月日、作業開始・終了時刻及

び具体的な作業内容等）に記載されている書面及びその算出根拠（該当する職員の給与台帳及

び按分方法等）を記した書面を提出いただくこととなるため、該当する場合は留意願います。 
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